


















平成30年 2月 14日 

調調調調    査・査・査・査・研研研研    修修修修    報報報報    告告告告    書書書書（（（（会派個人用会派個人用会派個人用会派個人用））））    

会派名：創政会                    報告者： 政 野  太  

実施場所：東京千代田区・文京区 実施日：平成30年２月５日～７日 

■目的・課題・問題事項（調査・研修に先立っての思いや本市の現状 など） 

財源の多くを交付税でまかなっている本市において、国の制度活用は重要である。 

国は、人口減少を最重要課題と位置付け、あらゆる分野でＡＩやＩＯＴの推進を強力に進め

ている。本市においても求人倍率が1.6～1.9 を推移しており、慢性的な人材不足となっている。

今後はさらに働き手が少なくなる事が予想される中、ＡＩやＩＯＴを活用した新産業創出が求

められている。新たな社会の到来を見据えた国の施策について、また過疎地域に有利な施策に

ついて担当省庁に説明を聞くために今回の研修を実施した。 

あわせて、視察研修で伺った「文京区青少年プラザ」では、中高生の社会参加と居場所づく

りを目的とした「b-lab」の取組を研修した。 

■参考とすべき事項 
□□□□総務省自治財政局調査課総務省自治財政局調査課総務省自治財政局調査課総務省自治財政局調査課    

・保育の無料化について、一部、過疎債ソフト事業を利用している自治体もある。 

・過疎対策事業債は平成32年までの時限立法である。平成30年度予算は4,600億円。 

□厚生労働省□厚生労働省□厚生労働省□厚生労働省    

・2030年を過ぎると、全国平均で75才以上の人口が高止まりする。中山間地域では減少傾向が

ある。 

・全国一律の方策ではなく、地域ごとの対策が重要である。 

・概ね 30分以内のエリアに病院、介護、サービスという生活環境がある事が基準。 

・必要な人材は専門的な職種だけではなく、ボランティアとして参加する事が大切。例えば、ゴ

ミ出しなど。 

・介護ロボットやＡＩ活用で人材不足の解消も検討中。学生への貸付金の返済免除制度を設けて

学生を呼びこむ。 

□文部科学省□文部科学省□文部科学省□文部科学省    

※次期学習指導要領について 
・子どもたちが実際に社会に出て活躍するタイミングにおいて求められる人物像から学習指導要

領は作られる。 

・学力的には問題は無いが、国際的な観点では課題がある。 

・産業構造の変化に伴う職業の変化、予測困難な時代に1人 1人が未来の創り手となる必要があ

る。 

・社会的・職業的に自立した人間として、我が国や郷土が育んできた伝統や文化に立脚した広い

視野を持ち、理想を実現しようとする高い志や意欲を持って、主体的に学びに向かい、必要な

情報を判断し、自ら知識を深めて個性は能力を伸ばし、人生を切り拓いていくことができるこ

と。 

・対話や議論を通じて、自分の考えを根拠とともに伝えるとともに、他者の考えを理解し、自分

の考えを広げ深めたり、集団としての考えを発展させたり、他者への思いやりを持って多様な

人々と協働したりしていくことができること。 

・変化の激しい社会の中でも、感性を豊かに働かせながら、よりよい人生や社会の在り方を考え、

試行錯誤しながら問題を発見・解決し、新たな価値を創造していくとともに、新たな問題の発

見・解決につなげていくことができること。 

※学校運営協議会について 
・コミニュティースクール設置には、設置する自治体の方針がある事が重要である。同じ目的に

共に向かっているか。 



・子育て世代の保護者の関心をどの様に向けるか。 

・校長が変わることで新たな風を入れる事ができるが、校長先生が変わっても地域の体制は変わ

ってはいけない。 

・導入検討時には積極ではなかった自治体でも、導入後は「学校が良い方向に変わった」と意見

をもらっている。 

・導入率100％の山口県では県教育委員会が全市町を説明、説得に回った。 

・要請があれば、文部科学省の担当者を派遣して説明を行っている。 

・ＰＴＡの経験者は大変力になる。校長ＯＢが主導するとうまくいかないケースもある。 

・事例からすると導入時には負担感はあるが、最終的には教員負担が減ると報告があがっている。 

□内閣府□内閣府□内閣府□内閣府    

※男女共同参画について 
・男と女、1対 1の世の中でどちらか一方の活躍では1億総活躍社会とはならない。 

・ＤＶ相談窓口と児童福祉課が一緒にある自治体ではうまくいっているケースが多い。 

※まち・ひと・しごと総合戦略について 
【小さな拠点づくり・地域運営組織について】 
・地域にある資源（廃校跡地なども）を活用した拠点づくり。 

・目指す効果・・①雇用創出・所得向上②生活利便性の維持・向上③移住促進 

④高齢者の体力維持⑤行政コストの削減 

・限られた人材・資金で、地域の課題解決のため、多様な主体・各種施策と連携、合わせ技が不

可欠。 

・組織の立ち上げ・運営にあったっては、行政（市町）の支援が必要不可欠。地域づくりのパー

トナーとして、地域課題の解決に向けて、協働して取り組むことが有効。 

【稼げるまちづくりについて】 
・時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する。 

・民間投資の喚起、所得・雇用の創出につなげる。 

・民間主導による稼ぐ力の創造。まち全体の地域価値の向上。 

・地域において成長が期待される実需要を的確に捉え、地域資源を最大限に活用する。 

・人材の確保・育成や協働体制の構築、円滑な資金調達と合わせて地域空間の形成・活用が総合

的に連動する事が求められる 

【「国家戦略特区」「総合特区」「構造改革特区」について】 
・広島県と今治市が国家戦略特区とされている。すなわち庄原市も戦略特区の自治体である。 

・構造改革特区は、横展開の施策実施が可能。まずは区域を絞って試験的に施行する。 

・試験的施行ののち、全国展開した特例措置数137件。現存の特例措置認定計画数は404件。 

・地方創生の視点で考えると、規制緩和で国への補助金償還についても特例措置ができる。 

・地方創生コンシェルジュになんでも相談すると、実現できる事はたくさんある。 

・県を通じずに、自治体から国に直接相談頂きたい。 

【未来投資戦略2017について】 
・人類第5の社会（ソサエティー5.0）が訪れようとしている。（ソサエティー1とは狩猟社会） 

・ソサエティー5.0・・・ＡＩやＩＯＴを利用した情報を活用する社会。 

・自動運転走行の車は、ＳＦの社会ではない。これからの地方に無くてはならない。 

・しかし導入には二の足を踏む自治体が多い。 

・新技術はまずは試してみることが大事。 

・様々な新技術の実証をしたいが、付き合ってくれる自治体が少ない。 

例）ドローンでの輸送テストなど 

・世界視点で考えたら、すでに実証には日本企業が貢献している。しかし日本国内で進展が遅い。 

・なぜ日本国内で進展しないか。先入観、認識不足が要因。 

・ＡＩやＩＯＴ技術を活用すれば、熟練の技術のいる作業でも若手ができるものも多くある。人

材不足の克服も可能。 

□農林水産省□農林水産省□農林水産省□農林水産省    

【重点項目について】 



・平成31年１月から収入保険制度に向けた補助が平成30年度から始まる。 

・肥育牛の経営収益と生産コストの差額に対して、30年度のみ補填率90％。 

・担い手に農業生産資源を集中する事で生産力を向上させる。 

【強い農林水産業のための基盤づくり】 
・平成29年度より、年間150日以上従事者５名以上の法人であれば事業対象。 

・老朽化した施設を、集約化する事を前提に優先的な事業対象。 

・平成 30年度予算 202億円。すでに要望額はその倍以上となっている。 

□経済産業省□経済産業省□経済産業省□経済産業省    

【事業継承、再編・統合による新陳代謝の促進について】 
・2015年度には、中小企業の経営者の平均年齢が66才になっている。 

・中小企業の経営者の引退は概ね70才と言われている。 

・事業継承が進んでいないのが現実。全国で127万社の継承が決まっていない。 

・Ｍ＆Ａでの事業継承が多くなってきている。マッチングによる事業継承は年々増え続けている。 

・事業継承税制に対して、30年度より大きく優遇される。※10年間の時限立法。 

・設備投資減税のメニューの中で、固定資産税減免のメニューもある。ただし、決定は自治体。 

【地域未来投資促進法について】 
・平成29年度に新たにできた国の施策。 

・地域特性を活かし、波及効果に寄与する事業をしている事業者に対して応援する制度。 

・広島県において全域の基本計画は策定済みなので、庄原市も対象となる。 

・経済産業省において、地域経済を牽引してもらうために応援した企業を選出している。庄原市

においては、(株)トーエイが選定されている。 

・後継者人材バンクの利用も効果的。 

□文京区青少年プラザ「中高生の秘密基地b-lab」※現地視察 

・「青少年の社会参加」「中高生の居場所づくり」検討部会が平成12年から平成14年までの間に

22回の会議を行った。 

・青少年の社会参加というと、「ボランティア」「奉仕活動」と結びがちだが、検討部会では「学

校や家庭で得にくい体験を社会体験として幅広く解釈した。例えば、高校生のアルバイトも金

銭を得る事が目的であっても、実社会を体験するという観点から「社会参加」と考えた。 

・大人達が中学生へのアンケート結果を真剣に検討した。 

・どのような施設であれば中高生が使ってくれるのかを中高生の本音を聞いた。 

・指定管理者となったカタリバは全国で青少年育成に関する事業を展開している。 

・中高生が自主企画し、様々なイベントが開催されている。 

【b-labの施設】 

 

《3階 軽運動室》 

 
 

 



 

 

《2階 研修室/プレイヤード》 

 
 

 
 

《1階 中高生談話スペース》 

 
 

 

 

 

 



 

 

         ［掲示板］                ［コピー機］ 

 
        ［フリーデスク］              ［自販機］ 

 
         ［畳の島］              ［多目的スペース］ 

 
      ［窓際勉強スペース］              ［ＰＣ・ipad］ 

 
         ［本棚］                ［音楽スタジオ］ 

 
［ホール］ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

■提言・その他（本市の施策等にどのように活用すべきか など） 

国は「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の名の下で、すべての省庁で横に繋げる施策

展開を行おうとしている。自主財源に乏しい地方自治体としては、国の動向をいち早く捉

え、過疎対策債などの有利な財源を確保する必要がある。 

また、全ての分野においてＡＩ、ＩＯＴを活用した人材不足対策、新たな産業創出に対

して施策を展開している。本市の実情を鑑みたとき、それらの情報収集、研究、実証実験

をする事は急務である。本当の意味での本市の未来への希望を抱くという事は、現状の対

処療法的な施策ではなく、未来への投資である。それらの技術を利活用することで将来へ

の不安が解消されれば、人口が減少しても本市で生活していけるという感情が育まれる。

逆に定住人口、移住人口の増加にも繋がると考える。一方で、新技術だけでは創ることが

できないコミュニティーについては、各種団体の代表者だけでつくられている協議会とい

う制度だけでなく、全市民が参加できる会議体を創設すべきである。そこには中高生を交

え、10 代～高齢者まで幅広い意見を集約し、議論を交わす事で実は簡単に解決できる課題

も多くある。若者が実際の社会で活躍する時に、10年前、20年前にこの方向性を考え、決

定したのは自分たちであるという責任感を育めば、どのような社会が訪れても順応できる。 

若者にとって、誰がどの様に本市の取組をすすめているのかわからない。わからないか

ら興味が無いのが現状である。国が1億総活躍社会というならば、本市は「3万 6千人総活

躍社会の実現」を目指すべきである。 

それらを踏まえ、本市に対して次の事について提言する。 

 

提言１：庄原市よろず委員会の創設（様々な分野・世代での会議体） 

（他自治体で言う100人委員会） 

提言２：各省庁への直接積極的なアプローチ体制の確立 

 

※ 調査・研修終了後、一週間以内に会派事務局へ提出してください。 






